
日本政策金融公庫 福井支店・武生支店 国民生活事業
組織概要

・国民生活事業は地域の身近な金融機関として、全国152支
店で小規模事業者や創業企業の皆さまへの事業資金融資の
ほか、お子さまの入学資金などを必要とする皆さまへの教育資
金融資などを行っています。
・商工会議所・商工会、生活衛生同業組合、地域金融機関など
と連携し、小規模事業者の皆さまの経営改善や生活衛生関係
営業の皆さまの衛生水準の維持・向上、地域経済の活性化を
支援しています。
・税理士、公認会計士、中小企業診断士など、高い専門性を有
する認定経営革新等支援機関と連携しています。

連
絡
先
等

【福井支店 国民生活事業】 福井市西木田2-8-1 福井商工会議所ビル１F
電話番号：0570-045462 メールアドレス：knfukui@jfc.go.jp
【武生支店 国民生活事業】 越前市府中1-2-3 センチュリープラザ２F
電話番号：0570-045515 メールアドレス：kntakefu@jfc.go.jp

人員構成

・事業承継等に関する各種支援の相談は支店が
窓口。
【福井支店】事業統轄以下13名（うち事業承継
マッチング支援リーダー1名）
【武生支店】事業統轄以下9名（うち事業承継マッ
チング支援リーダー1名）
・相談の内容等に応じて本部との連携や専門家の
紹介により課題に対応。

支援業務詳細

（支援可能な課題等） （支援可能な解決手段等）
①事業承継の重要性の認識不足 ①事業承継診断の実施
②事業や経営資源等を譲り渡す方・譲り受ける方 ②外部専門家の紹介
の選定・確保 後継者不在の事業者に対する「事業承継マッチング支援」
③事業承継等に必要な資金の調達 事業承継マッチングイベントの開催（R5年９月に開催予定）

③政策金融に則った金融支援の実施



日本政策金融公庫 福井支店 農林水産事業
組織概要

・農林水産事業は全国48支店で「一般の金融機関が行う金融
を補完すること」を旨としつつ、地域経済を支える農林水産事業
者等の成長・発展を支援しています。
・お客さまの事業承継に係る課題に対し、事業承継の形態や段
階に応じた情報提供、専門家や関係機関等の紹介・派遣、資金
の円滑な供給により支援に取り組んでいます。
・また、農林水産業の経営資源が円滑に次世代に継承されてい
くよう、農林水産分野におけるＭ＆Ａ等に係る情報収集や支援
を強化し、お客さまの円滑な事業承継支援に取り組んでいます。

連
絡
先
等

福井市西木田2-8-1 福井商工会議所ビル６F
電話番号：0776－33－2385
メールアドレス：anfukui@jfc.go.jp

人員構成

・事業承継等に関する各種支援の相談は支店が
窓口。事業統轄以下６名。
・相談の内容等に応じて本部との連携や専門家の
紹介により課題に対応。

支援業務詳細

（支援可能な課題等） （支援可能な解決手段等）
①事業承継の重要性の認識不足 ①面談時等での事業承継の意識喚起
②事業や経営資源等を譲り渡す方・譲り受ける方 ②公庫が集めた経営資源の引継情報（売り、買い）を全国で
の選定・確保 つなげる経営資源マッチング。 外部専門家の紹介
③事業承継等に必要な資金の調達 ③経営資源買取をはじめとする事業承継等に必要な、政策に
④農業や政策に関する情報不足 則った資金の融資

④農業特有の課題の周知や政策等の情報提供



日本政策金融公庫 福井支店 中小企業事業
組織概要

・中小企業事業は全国66支店で、中小企業者が培ってきた技
術・ノウハウ等の貴重な経営資源や雇用を喪失させないよう、政
策金融機関として事業承継の円滑化を資金・情報の両面から支
援しています。
・情報面については、（１）事業承継の重要性に関するお客さまの
意識喚起、（２）参考となる取組事例や税制紹介等の情報提供、
（３）事業承継計画の策定支援やＭ＆Ａニーズに対する引き合わ
せ候補先の選定支援等の課題解決支援に取り組んでいます。

連
絡
先
等

福井市西木田2-8-1 福井商工会議所ビル２F
電話番号：0776－33－0030
メールアドレス：cnfukui-br@jfc.go.jp

人員構成

・事業承継等に関する各種支援の相談は支店が
窓口。事業統轄以下17名。
・相談の内容等に応じて本部との連携や専門家
の紹介により課題に対応。

支援業務詳細

（支援可能な課題等） （支援可能な解決手段等）
①事業承継の重要性の認識不足 ①事業承継の重要性に関する意識喚起に向けた事業承継診
②取組事例や税制に関する情報不足 断の実施。自社のみならず、サプライチェーン全体の事業承
③事業や経営資源等を譲り渡す方・譲り受ける方 継の検討に向けた冊子の提供
の選定・確保 ②取組事例や税制に関する情報提供
④事業承継等に必要な資金の調達 ③事業承継計画の策定支援。Ｍ＆Ａニーズに対する引き合わ

せ候補先の選定支援
④株式取得をはじめとする事業承継等に必要な、政策に則っ
た資金の融資


